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各　支　部　長　様
社団法人　長崎県建設業協会　　　　
会　　長　谷村隆三　　　　
第７次粉じん障害防止総合対策の推進について

　かねてより、本会業務の円滑な運営等につきましては、格別のご高配を賜り厚くお礼申し上げます。

　さて、厚生労働省におきまして、粉じん障害の防止に関しては、粉じん生涯防止規則（昭和５４年労働省令第１８号。以下「粉じん則」という。）が全面施行された昭和５６年以降、同規則の周知徹底及びじん肺法（昭和３５年法律第３０号）との一体的運用を図るため、これまで６次にわたり、粉じん障害防止総合対策を推進してきたところであります。

　その結果、昭和５５年当時、６，８４２人であったじん肺新規有所見労働者の発生数は、その後大幅に減少し、平成１８年には２５２人となる等、対策の成果はあがっているものの、近年においては横ばい傾向となっております。

　また、ずい道等建設工事においては、近年の技術進歩や作業方法の変化により、粉じんの発生量が増加し、従来の粉じん発生源対策を講じてもなお一定の粉じんが発生する場合がみられるようになったこと等から、主に、ずい道等建設工事における粉じん障害防止対策を強化するために、粉じん則等を改正し平成２０年３月に施行されたところであります、

　つきましては、標記対策への取組みについて、その中でも「粉じん障害を防止するため事業者が重点的に講ずべき措置」の実施について、全建を通じ同省労働基準局長より別添のとおり周知・指導依頼がまいっておりますので、貴支部会員へご周知・ご指導方よろしくお願い申し上げます。
